
 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

 

6  そ の 他 の 取 組 み 

◎:新規事業、○:ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業 
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◎サマータイム制度推進事業        1,500 千円 

地下鉄北 24 条駅周辺において、商店街や大学などの
地域資源を活用し、「食」をテーマとした、地域まちづ

くりの社会実験を実施します。 

 
<想定される社会実験の内容> 

・ 商店街や住民が連携した食リサイクル 

・ 地域・家庭・学校が連携した食育 

・地域の食ブランドを活用した他地域との連携 

サマータイム制度の意義、効果、課題等に関す

る市民議論を深めるために、 
商工会議所など関係機関 

と連携して、シンポジ 

ウムを開催します。 

市民や企業、国や他の自治体と連携し、知恵と元気と力を出し合って、効果的・

効率的に事業を進めます。 

◎食関連新技術導入促進事業  18,000 千円 ほか 

◎主要先進国首脳会議誘致事業   2,000 千円 

○フードランド北海道開催費補助  15,000 千円 

民間再開発事業費補助     3,153,400 千円 

◎都心部３小学校跡施設・跡地活用事業 

  6,000 千円  

大学研究成果活用推進事業    13,600 千円 

フィルムコミッション事業費補助 24,076 千円 

芸術文化振興  

◎バス停周辺環境づくり事業(清田区)3,500 千円 

※再掲を含みます 

民間活力を活かして建物の共同化や公共施設の

整備などを一体的に推進します  

食関連産業の振興を図るた

め、北海道や民間と連携して食
に関する研究開発を促進しま

す。 

北海道大学など知の集積を活かした「リサーチ&

ビジネスパーク構想」を産学官の連携により推進し

ていきます。 

道・民間と連携して、道産食材
の消費拡大や観光客誘致を促進す

るためのイベントを展開します。 

ハローワークや民間と連携して、ワンストップ型

の就業支援を行います。  

北海道や民間と連携して、2008

年に日本で開催されるサミットを

札幌に誘致します。  

ボランティア・エキストラなどの協力により、

映画撮影などのサポートや誘致をします。  

道・市民・企業と協力して、カルチャ

ーナイトなどのイベントを行います。 

バス事業者や地域の皆さんとともに、待合所改善

などバス停をテーマとした環境整備に取り組みま

す。   

平成 16 年 3 月に閉校した都心部３小学校(豊水・

曙・大通)について、市民や地域住民との協働によ

り、跡施設・跡地の有効活用策を検討します。 
 

○就業サポートセンター事業   100,000 千円  

◎美味しいまちづくり調査事業 1,000 千円 ほか 

木質バイオマスへの取組 

道と協力して、間伐材を木質バイ

オマスとして有効活用することを検

討します。 



 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

○市民自治推進事業          13,000 千円 
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 救急業務での救命率の向上を図るため、救急救命

士を対象に、気管挿管や薬剤投与に関する講習を行
うほか、機材の導入を進めます。 

○救急業務高度化推進       44,000 千円 

◎放火火災防止対策           4,000 千円 

《薬剤投与》 

平成 18 年 4 月から、医師の指示のもと、心肺
停止の傷病者に対し、救急救命士による強心剤の

投与が可能になります。 

 

 自治基本条例の制定に向け、市民会議の運営

や、フォーラム、出前講座などを実施します。 

◎耐震補強事業           96,500 千円 

児童や生徒の安全確保を図るため、学校の耐

震補強工事を行います。 

<17 年度予定> 工事・・中央小 設計・・琴似中 

放火の防止に効果のある炎感知器を町内会に対

して一定期間貸し出し、自主的に管理してもらう
ことを通じて、地域ぐるみでの放火防止活動の取

組を広げます。 

出前講座 

市民のみなさんに市政への理解を深めていただ

くとともに、寄せられた意見や提言を事務事業の

見直しに役立てていくため、市職員が地域に出向
いて市の施策等について説明を行う「出前講座」

を行います。 

◎市民意見の政策反映システム事業 3,000 千円 

市民のみなさんから寄せられる施策に結びつく

可能性が高い提言や要望について、庁内検討会議

を経たうえで、外部委員の意見なども取り入れ、

施策への反映を進めます。 

◎安心・安全なまちづくり推進事業 4,000 千円 

 安心・安全なまちづくりに向けた取組みを検

討するため、有識者等からなる懇話会を設置し

ます。 

 ＪＲ白石駅周辺地区において、鉄道により分断

されている市街地の一体化を図るとともに、公共
交通機関の乗継などが便利になるよう、自由通

路、駅前広場などを一体的に整備します。 

 平成 17 年度は、実施設計や用地買収などを行い

ます。 

◎ＪＲ白石駅周辺地区整備    230,000 千円 札幌駅前通地下歩行空間整備   953,000 千円 

  

  

 四季を通じて安全で快適な歩行空間を確保し、都

心全体の魅力を向上させるため、国と連携して札幌

駅前通において、地下歩行空間の整備を進めます。 
平成 17 年度は、実施設計や工事に支障となる物件

の移設工事などを行います。 

 創成川通の北と南のアンダーパスを連続化し、
交通の円滑化や親水空間の創出など、人と環境を

重視した都心の再生を進めます。 

平成 17 年度は、工事に支障となる物件の移設工

事やくい打ちなどの仮設工事を行います。 ＪＲ白石駅周辺地区整備連絡協議会 

創成川通アンダーパス連続化整備 1,602,200 千円 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

企業会計予算の概要  予算額 3,064 億円 
               （前年度比 4.8％増） 

● 軌道事業会計 
 安全運行の確保        
安全運行の確保のため、山鼻9 条～中島公 

園通り間の軌道改良工事などを行います。 

 

 利用促進に向けた取組     
電車専用一日乗車券の商品化等により、サービスの向上を図ります。 

 

収益的収入           13 億円 

収益的支出           15 億円 

差引  ▲2 億円 

未処理欠損金           1 億円 

予算額  19 億円 

（前年度比 26.4％減） 
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● 病院事業会計 
 周産期医療体制の充実     
自治体病院として市民の期待に応えるため、 

母体、胎児、新生児を総合的に管理し、母子 

の健康を守る周産期医療体制の充実を図りま 

す｡ 

 病院改革の取組        
病院を取り巻く環境に的確に対応し、より効率的な病院運営を行い、今後も市民に信頼

され、質の高い医療を提供していくために、（仮称）市立札幌病院パワーアッププランを策

定し、病院改革の取組を強化します。 

 省エネルギー化への取組    
ＥＳＣＯ事業を活用して環境負荷の低減と光熱費の削減を目指します。 

※ ＥＳＣＯ（Energy Service Company）事業 ： 省エネルギー化に必要な「設備」「資

金」などのすべてを包括的に提供するサービスで、その効果を保証すると共に、この光

熱費削減分で、すべての投資と病院及び事業者の利益を賄う事業。 

予算額 243 億円 

（前年度比 0.3％減） 

収益的収入          207 億円 

収益的支出          222 億円 

差引 ▲15 億円 

未処理欠損金          170 億円 

  

● 中央卸売市場 
事業会計 

 青果棟の新築工事等      
18 年 2 月の竣工を目指して青果棟の新築工 

事を継続するほか、情報系システムの整備を進 

めます。 

 天然ガス仕様の構内運搬車   
環境にやさしい天然ガス仕様の構内運搬 

車の導入を進めます。 

収益的収入           21 億円 

収益的支出           26 億円 

差引  ▲5 億円 

未処分利益剰余金          1 億円 

予算額 101 億円（前年度比 34.8％増） 

市場再整備完成予定図（H18） 

青果棟(H17) 

水産棟 

センターヤード(H18) 

立体駐車場 

※ （ ）は完成予定年度 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 予算額は収益的支出と資本的支出の合計です。 
※ 端数処理の関係により、個々の予算額の合算と合計額が合わないことがあります。 

● 高速電車事業会計 
 駅施設などの安全対策     
安全で安心して利用できる地下鉄とする 

ため、駅施設の火災対策や高架部の耐震補 

強、非常列車停止ボタンなどの整備を進め 

ます。 

 バリアフリー化の推進     
人にやさしい駅施設とするため、誘導点字ブロックや音声案内、触知図、車いす 

対応券売機などの整備を進め、バリアフリー化を推進します。 

 健全化に向けた取組      
駅業務の委託化や資産の有効活用など経営健全化の取組みを進めます。 

収益的収入     495 億円 

収益的支出    525 億円 

差引 ▲30 億円 

未処理欠損金         3,452 億円 

予算額 1,127 億円 

（前年度比 15.9％増） 

● 水道事業会計 
 安全で安定した水道水の供給  
安全で安定した水道水の供給のため、浄水 

場や配水施設などの施設整備や耐震化を計画 

的に進めます。 

 電話受付センターの機能拡充  
電話受付センターにおいて、休日にも転出 

入の届出受付や問い合わせ対応を行うととも 

に、緊急事故等を含む各種の電話に24時間無休で初期対応を行う体制を整備します。 

収益的収入     458 億円 

収益的支出     448 億円 

差引  10 億円 

未処分利益剰余金         14 億円 

予算額 688 億円 

（前年度比 0.2％増） 

● 下水道事業会計 
 快適な生活環境の確保     
快適な生活環境の確保のため、老朽施設の 

改築更新や浸水対策を効率的に進めます。 

 良好な水環境の保全      
良好な水環境を保全するため、高度処理施 

設の整備など、処理水の水質改善を進めます。 

 東部処理場の稼動開始     
市内で10 番目の下水処理施設となる東部処理場の運転を開始します。 

収益的収入     449 億円 

収益的支出      462 億円 

差引 ▲13 億円 

未処理欠損金           270 億円 

予算額 887 億円 

（前年度比 3.6％減） 
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土地区画整理会計 

 
○西宮の沢地区ほか２地
区の事業が収束に向か
うことなどにより、前年
度比 4.0％の減となりま
す。 

団地造成会計 

 
○未分譲地が減少したことによって維持管理
経費などが縮減し、前年度比 23.4％の減と
なります。 

駐車場会計 

 
○札幌駅北口地下駐車場
及び円山動物園駐車場
の運営管理経費などの
節減により、前年度比
3.8％の減となります｡ 

母子寡婦福祉資金貸付会計 

 
○修学資金などの貸付額の増により、前年度
比 1.1％の増となります｡ 

国民健康保険会計 

 
○被保険者の増による医療費の伸びなどに
より、前年度比 7.8％の増となります｡ 

○一般会計から、1 世帯あ
たり保険料を軽減する
ための繰入金約 106 億
円を含めて、総額 268
億円の繰入を受けま
す｡ 

老人医療会計 

 
○１人あたり医療費の増により、前年度比 2.3％
の増となります｡ 

特別会計予算の概要  予算額 4,554 億円 
               （前年度比 4.0％増） 

介護保険会計 

 
○グループホームなど在
宅サービスの増により、
前年度比7.2％の増とな
ります｡ 

基金会計 

 
○基金の運用利回りの減などにより、前年度
比 1.5％の減となります｡ 

公共用地先行取得会計 

 
○公共工事の減に伴う代替用地取得費の減な
どにより、前年度比 85.8％の減となります。 

砂防用地先行取得会計 

 
○砂防（国直轄）事業用地
の先行取得に係る公債
償還費などの減により、
前年度比 17.9％の減と
なります。 

交通災害共済会計 

 
○平成 16 年 9 月に制度廃止となりましたが、
見舞金の支給があるため、18 年 3 月末に会
計を閉鎖します。見舞金・管理費の減によ
り、前年度比 69.1％の減となります｡ 

予算額 84 億円 

予算額 1 億円 

予算額 4 億円 

予算額 3 億円 

予算額 1,779 億円 

予算額 1,820 億円 

予算額 842 億円 

予算額 10 億円 

予算額 7 億円 

予算額 5 億円 

予算額 0.4 億円 

※ 端数処理の関係により、個々の予算額の合算と合計額が合わないことがあります。 
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Ⅳ　市民一人当たりのサービスと負担

※　(　　)内の数字は平成16年度予算との増減率です。

福祉・保健・医療など
　 120,475円
   　(3.0％)

道路・公園の整備など
  74,863円
 (▲10.9％）

区役所やスポーツ
施設の運営管理など
      　36,260円 (3.2％)

学校教育など
33,089円
(▲13.6％)

環境を守るために
        16,048円 (▲9.6％)

消防　  10,926円 (▲5.3％)

その他 　17,325円(6.8％)

産業振興・観光
・農務など
　　　 48,244円
      　(2.6％)

個人市民税
 39,620円
（▲0.9％)

固定資産税
　57,087円
（▲0.2％）

都市計画税
 12,167円
 (0.1％)

たばこ税
7,721円

(▲7.1％）

そ
の

平成17年１月１日現在人口　1,870,179人

市民一人当たりのサービスコストの状況

市民一人当たりの市税負担の状況

事業所税 3,672円 (3.2％)

その他   2,613円 (5.2％)

下水道・地下鉄などへの繰出金
 67,061円
(▲3.8％)

注  各経費には，各分野に関連する事業費のほか
    関連する職員費及び公債費を含む

市民一人当たりの
　一般会計歳出総額は

424,291円／年
（▲2.8％）

市民一人当たりの
市税負担総額は

 138,864円／年
 　(▲0.1％）

法人市民税
 15,984円
（4.3％)

　17年度は学校の新・
改築がないことから大
幅な減となりますが、
この要素を除くと
前年度比　▲3.2％
となります。
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Ⅴ　財政構造改革プランの取組状況と収支不足の解消

財政構造改革プランの取組状況

（単位　億円）

 内部努力によるもの 81 45 

 事務事業の見直し（内部効率） 33  21  一般事務費や公共施設の維持管理経
費の見直し

 人件費の見直し 31  11  
学校給食調理、庁舎案内業務委託化/
公共事業減による関係職員の減/16年
度給与改定分

 企業会計繰出金の見直し 17  13  公営企業の経費削減/繰出基準の見直
し

 事業の選択と集中によるもの 105 52 

 市民の皆さんに影響のあるもの 70 31 

35  23  敬老パス、医療助成の見直し/道路・公
園の維持管理水準の見直し　など

 団体補助金の見直し 1  1  146団体
（45ページ一覧参照）

34  7  （49ページ一覧参照）

 財産・基金の有効活用 9 15 公共利用が見込めない土地の売り払い

項　　　　　目 主な取り組み内容

進捗率 54.0％

１８年度ま
での目標

１７年度
実　 施

265 143 

 受益者負担の適正化
（使用料・手数料等の見直し）

 事務事業の見直し
 （サービス水準など）

見直 し効果額合計

札幌市では、持続可能な財政構造への転換を図るた

め、平成16年12月に「財政構造改革プラン」を策定

しました｡プランでは、歳出構造の改革と財政基盤の強

化に取り組んで、中期財政見通し（16年2月公表）に

おいて見込まれる18年度の収支不足265億円の解消を

図ることとしました。

１７年度予算案では、下表のとおり総額１４３億円

の見直しを行うこととしています。

　●時代に対応した財政運営
　●分権時代にふさわしい
　　　　　　　自立した財政運営
　●将来世代への
　　　　責任を果たす財政運営

歳出構造の改革

財政基盤の強化

－23－



中期財政見通し（16年2月） （単位　億円）

16年度
(2004）

17年度
(2005）

18年度
(2006）

19年度
(2007）

20年度
(2008）

市 税 、 交 付 税 、 譲 与
税・交付金などの一般
財源（臨時財政対策
債､減税補てん債を含
む）

4,594 4,594 4,594 4,594 4,594 

国・道支出金 1,476 1,546 1,620 1,682 1,765 
市債（臨時財政対策
債､減税補てん債を
除く）

425 432 442 444 443 

その他 1,574 1,506 1,501 1,498 1,492 
歳入合計　　　　Ａ 8,069 8,078 8,157 8,218 8,294 

人件費 1,178 1,168 1,162 1,182 1,178 
扶助費 1,600 1,692 1,793 1,894 2,007 
公債費 984 975 1,014 1,038 1,075 
普通建設事業費 1,035 1,035 1,035 1,035 1,035 
他会計繰出金 1,187 1,300 1,262 1,287 1,304 
その他 2,144 2,150 2,156 2,165 2,173 

歳出合計　　　　Ｂ 8,128 8,320 8,422 8,601 8,772 
収支不足　　　Ａ－Ｂ ▲ 59       ▲ 242  ▲ 265     ▲ 383     ▲ 478     
*17年度以降の交付税を16年度と同額とした場合。

 16年2月中期見通し収支不足 ▲ 242
 財源の変動による収支悪化 ▲ 73 　一般財源の減など

 事業費の変動による収支改善 10         　扶助費など

▲ 305
 事務事業の見直し 143       　前ページ参照

115       

 財政調整基金取崩し 47         
305       

0 

　　　　　　　　　　（単位　億円）

差　　　引

　高速電車事業会計、下水道事業会計の
　企業債償還平準化など

不　　足　　額　　計

対　　策　　額　　計

 企業会計繰出金 の平準化

　１７年度の収支不足は、一般財源の減少などにより中期見通しにおける見込

額より拡大しましたが、事務事業見直しに加えて、企業会計繰出の平準化や財

政調整基金の取崩しを行い、これを解消いたしました。

１７年度予算における収支不足の解消

▲　242

▲　242
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VI　中期財政見通し

（単位　億円）

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

4,510 4,510 4,510 4,510 4,510 

国・道支出金 1,419 1,462 1,521 1,575 1,638 
市債（臨時財政対策債、減税補てん債を除く） 390 403 406 403 388 
その他 1,569 1,516 1,515 1,512 1,512 

Ａ 7,888 7,891 7,952 8,000 8,048 

人件費 1,162 1,159 1,182 1,171 1,164 
扶助費 1,649 1,728 1,819 1,906 2,000 
公債費 952 1,001 1,039 1,057 1,068 
普通建設事業費 816 816 816 816 816 
他会計繰出金 1,178 1,206 1,228 1,274 1,293 
その他 2,178 2,173 2,174 2,175 2,177 

B 7,935 8,083 8,258 8,399 8,518 

収 支 不 足 Ａ－Ｂ ▲ 47     ▲ 192   ▲ 306   ▲ 399   ▲ 470   

【算定にあたっての前提条件】

＜歳　入＞

・「一般財源（臨時財政対策債、減税補てん債を含む）」は、17年度と同額とした。

・「国・道支出金」は，歳出の扶助費に連動して積み上げ、その他は17年度同額とした。

・「市債(臨時財政対策債、減税補てん債を除く)」は、企業会計への出資分については積み上げ、その他の市債は17年度同額とした。

・「その他」は、減債基金繰入金や企業会計への貸付金元利収入などを積み上げ、その他は17年度同額とした。

＜歳　出＞

・「人件費」や「公債費」、「他会計繰出金」は、所要額を積み上げ。

・「扶助費」は、主に17年度をベースとして前３ヵ年の伸び率を用いて積み上げ。

・「普通建設事業費」は、17年度と同額とした。

・「その他」は、扶助費的委託料を前３ヵ年の伸び率を用いて積み上げ、それ以外は17年度と同額とした。

歳
　
　
　
出

歳
　
　
　
入

市税、交付税、譲与税・交付金などの一般
財源（臨時財政対策債、減税補てん債を含む）

　17年度において「財政構造改革プラン」に掲げた取組みを進めることにより、前回の中

期財政見通し（16年２月公表）と比べると収支不足が縮まる見込みです。

　しかし、18年度以降も、扶助費や公債費、他会計繰出金の増加が見込まれることから、

市税や交付税などの一般財源や公共事業などの普通建設事業費を17年度と同額と見込んだ

場合でも、18年度から21年度の各年度において200億円～500億円程度の収支不足が発

生する見通しです。

　したがって、18年度以降も、収支不足の解消に向けてプランに掲げた取組みを着実に進

めていく必要があります。
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Ⅶ   資   料 

 



　　　　　　　　　　 (単位 千円、％）

会 計 17年度予算額 16年度予算額 比較増減 増減率

一 般 会 計 793,500,000 812,800,000 ▲ 19,300,000 ▲ 2.4

会 計 17年度予算額 16年度予算額 比較増減 増減率

土 地 区 画 整 理 8,418,000 8,770,000 ▲ 352,000 ▲ 4.0

団 地 造 成 147,000 192,000 ▲ 45,000 ▲ 23.4

駐 車 場 350,000 364,000 ▲ 14,000 ▲ 3.8

母 子 寡 婦 福 祉
資 金 貸 付

271,000 268,000 3,000 1.1

国 民 健 康 保 険 177,911,000 164,975,000 12,936,000 7.8

老 人 医 療 181,969,000 177,890,000 4,079,000 2.3

介 護 保 険 84,195,000 78,566,000 5,629,000 7.2

基 金 959,000 974,000 ▲ 15,000 ▲ 1.5

公 共 用 地 先 行 取 得 710,000 5,010,000 ▲ 4,300,000 ▲ 85.8

砂 防 用 地 先 行 取 得 460,000 560,000 ▲ 100,000 ▲ 17.9

交 通 災 害 共 済 44,550 144,000 ▲ 99,450 ▲ 69.1

合 計 455,434,550 437,713,000 17,721,550 4.0

各　会　計　予　算　総　括　表

一　　般　　会　　計

特　　別　　会　　計
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(単位 千円、％）

会 計 17年度予算額 16年度予算額 比較増減 増減率

病 院 事 業 24,293,000 24,369,500 ▲ 76,500 ▲ 0.3

中 央 卸 売 市 場 事 業 10,097,000 7,489,000 2,608,000 34.8

軌 道 事 業 1,860,000 2,527,000 ▲ 667,000 ▲ 26.4

高 速 電 車 事 業 112,671,000 97,232,000 15,439,000 15.9

水 道 事 業 68,751,000 68,620,000 131,000 0.2

下 水 道 事 業 88,718,000 92,015,000 ▲ 3,297,000 ▲ 3.6

合 計 306,390,000 292,252,500 14,137,500 4.8

総 計 1,555,324,550 1,542,765,500 12,559,050 0.8

公 債 会 計 469,613,981 393,048,720 76,565,261 19.5

企　　業　　会　　計
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比較増減

金額 Ａ 構成比 金額 Ｂ 構成比 Ａ－Ｂ

1 市 税 259,700,000 32.7 258,800,000 31.8 900,000 0.3

2 地 方 譲 与 税 14,038,740 1.8 10,188,700 1.3 3,850,040 37.8

3 利 子 割 交 付 金 913,000 0.1 1,953,000 0.2 ▲ 1,040,000 ▲ 53.3

4 配 当 割 交 付 金 301,000 0.0 167,000 0.0 134,000 80.2

5 株式等譲渡所得割 73,000 0.0 98,000 0.0 ▲ 25,000 ▲ 25.5

交 付 金

6 地 方 消 費 税 18,742,000 2.4 20,767,000 2.6 ▲ 2,025,000 ▲ 9.8

交 付 金

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 146,000 0.0 167,000 0.0 ▲ 21,000 ▲ 12.6

交 付 金

8 特 別 地 方 消 費 税 1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0

交 付 金

9 自 動 車 取 得 税 2,275,000 0.3 2,141,000 0.3 134,000 6.3

交 付 金

10 軽 油 引 取 税 10,690,000 1.4 10,561,000 1.3 129,000 1.2

交 付 金

11 国 有 提 供 施 設 等 100,000 0.0 100,000 0.0 0 0.0

所 在 市 町 村

助 成 交 付 金

12 地 方 特 例 交 付 金 8,900,000 1.1 8,700,000 1.1 200,000 2.3

13 地 方 交 付 税 109,800,000 13.8 109,500,000 13.5 300,000 0.3

14 交 通 安 全 対 策 1,077,000 0.1 975,000 0.1 102,000 10.5

特 別 交 付 金

15 分 担 金 3,875,854 0.5 3,617,413 0.4 258,441 7.1

及 び 負 担 金

16 使 用 料 19,865,110 2.5 19,349,534 2.4 515,576 2.7

及 び 手 数 料

17 国 庫 支 出 金 125,765,142 15.9 134,030,091 16.5 ▲ 8,264,949 ▲ 6.2

18 道 支 出 金 15,025,755 1.9 12,552,601 1.5 2,473,154 19.7

19 財 産 収 入 5,434,878 0.7 7,282,331 0.9 ▲ 1,847,453 ▲ 25.4

20 寄 附 金 230,705 0.0 217,000 0.0 13,705 6.3

21 繰 入 金 7,988,263 1.0 10,423,596 1.3 ▲ 2,435,333 ▲ 23.4

22 繰 越 金 10 0.0 10 0.0 0 0.0

23 諸 収 入 124,254,543 15.7 122,423,724 15.1 1,830,819 1.5

24 市 債 64,303,000 8.1 78,785,000 9.7 ▲ 14,482,000 ▲ 18.4

793,500,000 100.0 812,800,000 100.0 ▲ 19,300,000 ▲ 2.4

注　科目の整理に伴い、当該科目の前年度予算も異動整理を行った。

歳入合計

17年度予算額 16年度予算額

一　　　般　　　会　　　計　　　

歳　　　　　　入

増減率款

     （単位  千円、％）
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　　　款　　　別　　　内　　　訳　　　表

#REF!

比較増減

金額  Ａ 構成比 金額  Ｂ 構成比 Ａ－Ｂ

1 議 会 費 1,581,862 0.2 1,601,962 0.2 ▲ 20,100 ▲ 1.3

2 総 務 費 34,946,511 4.4 31,048,339 3.8 3,898,172 12.6

3 保 健 福 祉 費 202,642,867 25.5 196,023,914 24.1 6,618,953 3.4

4 環 境 費 14,836,126 1.9 16,582,260 2.0 ▲ 1,746,134 ▲ 10.5

5 労 働 費 2,131,040 0.3 2,305,517 0.3 ▲ 174,477 ▲ 7.6

6 経 済 費 85,880,855 10.8 82,913,405 10.2 2,967,450 3.6

7 土 木 費 89,900,551 11.3 102,907,731 12.7 ▲ 13,007,180 ▲ 12.6

8 消 防 費 4,907,019 0.6 5,961,924 0.7 ▲ 1,054,905 ▲ 17.7

9 教 育 費 30,338,997 3.8 38,426,588 4.7 ▲ 8,087,591 ▲ 21.0

10 公 債 費 95,204,000 12.0 98,438,000 12.1 ▲ 3,234,000 ▲ 3.3

11 諸 支 出 金 125,335,172 15.8 129,690,360 16.0 ▲ 4,355,188 ▲ 3.4

12 職 員 費 105,295,000 13.3 106,400,000 13.1 ▲ 1,105,000 ▲ 1.0

13 予 備 費 500,000 0.1 500,000 0.1 0 0.0

793,500,000 100.0 812,800,000 100.0 ▲ 19,300,000 ▲ 2.4

歳　　　　　　出      （単位  千円、％）

歳出合計

16年度予算額
増減率款

17年度予算額
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注） ◎は新規事業を、○はレベルアップ事業を示す。
機構改革により担当部が変わる場合は、上が新部名、下の(　)書きが旧部名である。

一 般 会 計 （単位 千円）

予算額 事    業    内    容 担当部

2 総務費

◎ 国 民 保 護 計 画 策 定 8,000 国民保護計画策定にむけた調査費および事務費 危 機 管 理
対 策 部

防災行政無線更新整備 238,000 継続費15～17年度  総事業費 559百万円
防災行政無線の無線統制台、各無線装置等の全面更新

〃

◎ 地域住民等との協働によ
る「東区安心安全なまち」
推 進 事 業

2,000 東区において、住民等と行政で協議会を設立し、安心安
全なまちを目指す活動を実施

〃

○ 行政評価制度推進 3,053 新 た に 導 入 す る 外 部 委 員 会 の 運 営 費 市政推 進部
（ 行 政 部 ）

平和都市宣言普及啓発 3,800 小中学生から平和メッセージを募集し、優秀作品の作者
を長崎市に派遣するほか、戦後・被爆60年記念事業等を
実 施

行 政 部

歴史的公文書等収集保
存事業

5,500 歴史的価値のある公文書等を永久保存するための収集、
分 類 整 理 等 を 実 施

〃

◎ 市民意見の政策反映シス
テ ム 事 業

3,000 市民から寄せられた提言・要望について市民アンケート
や 外 部 委 員 の 意 見 を 取 り 入 れ 、 政 策 反 映 を 推 進

広 報 部

東アジア都市間文化交流
事 業

3,000 文化（映像文化など）、スポーツ、青少年活動等様々な切
り口を通して、東アジアにおける都市間ネットワークの構
築 を 推 進

国 際 部

在住外国人支援施策推
進事業

3,000 外国人市民に対し、生活に必要な情報を本市ホーム
ページで提供するとともに、市民、外国人市民からなる会
議を運営し、協働による国際化のまちづくりについて検討

〃

世界冬の都市市長会議事
業

13,000 世界冬の都市市長会2006年市長会議等出席
　市長会議　中国長春市

実 務 者 会 議 韓 国 太 白 市

〃

「ミュンヘン・クリスマス市
in Sapporo」開催費負担

11,300 ミュンヘン市の年中行事であるクリスマス市をホワイトイル
ミ ネ ー シ ョ ン 実 施 中 の 大 通 公 園 で 開 催

〃

◎ 主要先進国首脳会議誘
致事業

2,000 2008年に開催される主要先進国首脳会議(サミット)を北
海 道 ・ 民 間 と 連 携 し て 誘 致

〃

首都圏シティＰＲ活動 26,200 山手線車内の映像配信や集客イベントなどを通した首都
圏 で の シ テ ィ PR を 推 進

東京事 務所

○ 首都圏市場開拓イニシア
ティブ事業

9,300 販路拡大モデル事業の実施および東京事務所内に開設
したビジネスラウンジの運営等により地元情報関連企業
等 の 首 都 圏 進 出 を 支 援

〃

緑を感じる都心の街並み
形 成 計 画 推 進

7,780 計画を実現するためのフォローアップ等 企 画 部

サ イ エ ン ス ・ パ ート ナ ー
シ ッ プ 事 業

3,000 市民向けイベント、体験講座の開催等 〃

◎ 都心部３小学校跡施設・
跡地活用事業

6,000 16年3月に閉校した都心部３小学校の跡施設・跡地有効
活 用 策 の 検 討

〃

◎ サマータイム制度推進事
業

1,500 サマータイム制度の意義、効果、課題等に関する市民議
論 の た め の シ ン ポ ジ ウ ム 開 催

〃

◎ 美味しいまちづくり調査事
業

1,000 地下鉄北24条駅周辺において食をテーマとした地域まち
づ く り の 社 会 実 験 の 実 施

〃

款・事業名

各 会 計 主 要 事 業 の 概 要　
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予算額 事    業    内    容 担当部款・事業名

○ 仮称）札幌市立大学開学
準備

842,800 大学設置認可申請、法人設立認可申請、学生募集、入
学 者 選 抜 等

企 画 部

仮称）札幌市立大学整備 3,016,000 継続費16～17年度  総事業費 3,287百万円
増築　延7,700㎡　　改修　延1,578㎡

大 学 校 舎 の 増 築 及 び 既 存 施 設 改 修

〃

◎ 安心・安全なまちづくり推
進 事 業

4,000 安心・安全なまちづくりに向けた取組みを検討するため、
有識者等からなる懇話会を設置

地域振 興部

地域のまちづくり活動推進
事業

8,101 地域のまちづくり活動に対する効果的な支援のあり方の
検 討 等

〃
(市街地整備部)

○ 市民自治推進事業 13,000 自治基本条例制定に向け、市民議論を深めながら、市民
か ら 市 民 へ 呼 び か け る フ ォ ー ラ ム 等 を 実 施

地域振 興部

◎ まちづくりセンター・地区
会 館 改 修

45,680 豊 水 ま ち づ く り セ ン タ ー ・ 地 区 会 館 移 転 改 修 〃

まちづくりセンター整備 30,000 地域住民によるまちづくりを支援するため、「まちづくりセ
ン タ ー 」 の 機 能 を 強 化

〃

○ 元気なまちづくり支援事業 400,000 各区の特性を活かし、魅力的で活力ある元気な地域づく
りを区民との協働で推進する「区のまちづくり事業」
300,000千円
まちづくりセンターが中心となり、まちづくり協議会の設立
支援をはじめ、地域における市民自治推進の仕組みづく
りを支援する「地域の市民自治に対する支援事業」
100,000 千 円

〃

◎ スローライフ運動推進事
業

1,000 「食」「花」「健康」をテーマとしたスローライフなまちづくり
の区民への周知啓発（北区）

〃

◎ 北区北部地区地域ビジョ
ン 策 定 事 業

4,700 北区北部地区における今後の住民サービス機能向上の
あり方などに係るビジョンを策定

〃

◎ 地区まちづくり企画提案
事 業

2,000 地域の様々な住民組織からまちづくり事業の企画提案を
募り、評価のうえ、区から提案団体に事業を委託・実施
（ 厚 別 区 ）

〃

◎ バス停周辺環境づくり事
業

3,500 清田区の旧国道のバス停を対象とした待合所改善などバ
ス停周辺の環境整備

〃

NPOとの協働によるコミュ
ニ テ ィ 拠 点 づ く り 事 業

6,100 地下鉄琴似駅構内にあるパトスをＮＰＯ法人との協働によ
り運営し、まちづくり情報等の集積発信事業を展開（西
区）

〃

仮称）八軒中央地区セン
タ ー 建 設

512,000 西区八軒６条西２丁目に地区センターを建設
2 階 建 延 1,220 ㎡

〃

◎ 仮 称 ） 清 田 区 地 区 セ ン
ター整備構想検討事業

2,400 区民ニーズを反映するためのワークショップを開催 〃

○ 元気活動創出事業 9,000 市民活動促進条例の策定に向けた検討のほか、魅力あ
る地域づくり等のテーマに即し、事業の企画提案を募り委
託 し て 実 施

〃

○ さっぽろ元気ＮＰＯサポー
トローン事業
( 札 幌 元 気 基 金 事 業 )

9,400 市民活動団体が金融機関から活動に必要な融資を円滑
に受けられるよう支援

〃

○ ＤＶ対策推進事業 5,100 Ｄ Ｖ 相 談 窓 口 を 拡 充 等 市民生 活部

◎ 汎用施設予約システム整
備

50,000 現スポーツ施設予約情報システムの更新に際し、スポー
ツ施設のほか、区民センター等の予約にも対応できるシ
ス テ ム の 整 備

情 報 化
推 進 部

◎ ホームページ編集支援シ
ス テ ム 整 備

3,000 ホームページ制作・管理の合理化を図る基幹システムの
整 備

〃
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◎ 次世代デジタル技術活用
推 進 事 業

12,000 地上波デジタルテレビ等の次世代デジタル技術の行政
目的での利活用に関する調査・研究

情 報 化
推 進 部

◎ 軽自動車税コンビニエン
ス ス ト ア 収 納 委 託 整 備

29,350 軽自動車税についてコンビニエンスストアでの収納を可
能とするための整備等

税 政 部

◎ 電 子 調 達 シ ス テ ム 整 備 60,600 電子入札の実施に向けた契約基本システムの整備 管 財 部

パシフィック・ミュージック・
フェスティバル事業費補助
金 等 事 業

235,800 17 年 7 月 9 日 ～ 8 月 4 日 開 催 文 化 部

札幌交響楽団運営費補
助

160,000 札幌交響楽団に対し、その運営費の一部について補助 〃

北海道舞台塾事業費負
担

5,000 北海道劇場の整備に向けたソフト機能の先行整備を図る
こ と を 目 的 と す る 、 北 海 道 舞 台 塾 事 業 へ の 負 担金

〃

○ 文化活動練習会場学校
開放事業

17,919 音楽、演劇等の文化活動団体（アマチュア）の練習会場と
し て 小 学 校 を ２ 校 追 加

〃

◎ 舞台芸術創作活動支援
事 業

1,000 演劇などの活動を行うNPO等に対して家賃の一部を補助 〃

◎ 芸術文化による札幌の魅
力創出事業費補助

3,500 さっぽろ雪まつりなどと連動して、札幌の郷土芸能、大衆
文 化 を 紹 介 す る 事 業 に 対 す る 補 助

〃

◎ ｻｯﾎﾟﾛ･ｱｰﾄ･ｽﾃｰｼﾞ2005事
業 費

20,700 11月を文化月間と位置づけ、複合的・総合的文化事業を
開 催

〃

◎ 札幌交響楽団韓国公演
事業費補助

10,000 日韓国交正常化40周年を記念した韓国公演に参加する
た め の 楽 団 へ の 補 助

〃

博物館建設構想推進事
業

18,240 博物館計画推進方針に基づく、博物館活動センターを拠
点 と し た ソ フ ト 重 視 の 博 物 館 づ く り を 推 進

〃

大型動物化石総合調査 9,900 札幌産ｶｲｷﾞｭｳ化石の調査継続、棲息当時の環境調査、
鯨 類 化 石 等 の 発 掘 調 査 を 市 民 と と も に 実 施

〃

◎ 芸術の森巡回バス購入 35,300 園内各施設の巡回用及び団体講習会等受講者送迎用
バ ス の 購 入

〃

キタラファーストコンサート
事業費補助

31,535 青少年の音楽普及及び振興を図るため、市内の小学校6
年生全員が在学中にオーケストラ演奏を鑑賞体験するプ
ロ グ ラ ム を 16 年 度 以 降 、 継 続 実 施

〃

教文・アート・プロジェクト
事業費補助

3,000 子どもが大人とともに舞台芸術を学び成果を発表する場
を 提 供 す る 事 業 へ の 補 助

〃

◎ 文化財施設整備 79,600 旧 永 山 武 四 郎 邸 保 存 改 修 工 事 〃

㈱北海道フットボールクラ
ブ 事 業 費 補 助

90,000 北海道フットボールクラブが行う下部組織育成事業等に
対する補助

ス ポ ー ツ 部

◎ ウィンタースポーツ振興事
業

1,000 ウィンタースポーツの活性化を図るため、区や地域で行わ
れているウィンタースポーツ関連情報の収集

〃

◎ さっぽろスポーツキャラバ
ン 隊 事 業

2,000 地域住民を対象とした日常的な運動、スポーツ活動の
きっかけとなるプログラム等を企画・提供

〃

◎ トップアスリートの積極活
用 事 業

2,000 トップアスリートと市民が身近に接する機会を提供するとと
もに、指導者として登録し、地域に派遣する仕組みの構
築 を 検 討

〃

◎ 市民運動広場整備事業 48,000 子ども・家族主体の多目的「市民運動広場」を整備するた
め の 調 査

〃

○ ウィンタースポーツフェスタ
ｉｎ大倉山事業

2,000 大倉山ジャンプ競技場を会場として、市民が主体となって
企 画 し た 各 種 イ ベ ン ト を 実 施 （ 中 央 区 ）

〃

－33－



予算額 事    業    内    容 担当部款・事業名

○ サッカー場等整備用地取
得

812,642 ＮＰＯ法人がワールドカップサッカーの剰余金を活用し
サ ッ カ ー 場 等 を 整 備 す る た め の 用 地 を 取 得

ス ポ ー ツ 部

○ サッカー場等整備費補助 50,000 ワールドカップサッカーの剰余金を活用し、サッカー場等
を 整 備 す る Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 に 対 し 、 施 設 整 備 費 を 補 助

〃

○ 2007年FISノルディックス
キー世界選手権札幌大会
事 業 費 補 助

641,700 2007年2～3月に開催する大会の準備経費及び2006年1
～3月に行われるプレ大会開催費に対する補助

〃

○ 2007年FISノルディックス
キー世界選手権札幌大会
関 連 施 設 整 備

786,000 宮の森ジャンプ競技場改修工事及び白旗山競技場公認
コース造成工事

〃

北 区 体 育 館 整 備 607,700 ２階建　延　4，500㎡
屋上防水・外壁・設備等改修、トレーニングルーム増築、
エ レ ベ ー タ ー 設 置 工 事

〃

3 保健福祉費

福祉のまち推進センター
補 助

79,974 地区活動費　88地区 保 ） 総 務 部

福祉除雪事業 87,115 自力で除雪を行うことが困難な高齢者・障がい者世帯に
対 す る 間 口 除 雪 （ 対 象 4,200 世 帯 ）

〃

○ 身体障害者居宅介護事
業

2,202,342 障がいのある人に対する居宅介護サービスの提供
　最重度の全身性障がい者の利用時間拡大

17 時 間 / 日 → 20 時 間 / 日

保健福 祉部

○ 児童障害居宅介護事業 483,857 障がいのある児童に対する居宅介護サービスの提供
　ガイドヘルパーの利用対象拡大

小 学 １ 年 生 ～ 17 歳 → 0 歳 ～ 17 歳

〃

◎ 情報機器利用貸出事業 4,100 聴覚障がい者用情報機器の利用相談､貸出し 〃

◎ 障がい者理解促進事業 500 障がい者スポーツ体験交流、補助犬受入れセミナーの開
催

〃

◎ 聴覚障がい者用字幕（手
話）入りビデオカセット自
主制作事業

8,764 地域に根ざした情報などを盛り込んだ字幕・手話入りのビ
デオカセットの自主制作

〃

○ 地下鉄駅エレベーター等
整備

956,000 地下鉄駅エレベーター及び身障者用トイレ整備
　〔整備〕南郷18丁目駅、円山公園駅、中島公園駅

〔 設 計 〕 北 18 条 駅 、 南 郷 7 丁 目 駅 、 菊 水 駅

〃

◎ 障害者グループホーム設
置 費 補 助

15,000 知的・精神障がい者のグループホーム設置時の備品購
入費等を補助

〃

○ 知的障害者通所施設整
備費補助等

72,993 授産　1か所  定員30人（増築11人増）
更 生 1 か 所 定 員 20 人

〃

自閉症者自立支援セン
ター建設

1,361,000 継続費16～17年度　総事業費 2,100百万円
２ 階 建 延 3,090 ㎡ 定 員 30 人

〃

○ 心身障害者小規模授産
施 設 運 営 費 補 助

799,087 91か所（新規3か所） 〃

○ 障がい者ＩＴサポートセン
ター運営事業

5,029 ＩＴ機器の利用相談､パソコン教室の開催、パソコンボラン
ティア養成・派遣等

〃

◎ ITを活用した障がい者在
宅 就 労 支 援 事 業

1,270 支援体制確立に向けた検討会議の開催及びＩＴ技術向
上のための研修補助

〃

◎ 小規模作業所運営強化
推進事業

7,367 小規模作業所の運営強化､法定施設移行促進 〃
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○ 精神障害回復者小規模
共同作業所運営費補助

405,295 45か所（新規5か所） 保健福 祉部

◎ 発達障害者支援体制整
備事業

3,712 発達障がい者への一貫した支援のあり方に関する検討 〃

敬老優待乗車証交付事
業

4,333,000 70歳以上の市民を対象に市内各公共交通機関を利用で
き る 敬 老 パ ス を 交 付

〃

◎ 2015年の高齢者介護推進
事 業

7,058 認知症（痴呆）などによる要介護者の権利擁護に関する
相談・支援体制の整備

〃

◎ はつらつシニアサポート事
業

30,000 高齢者の生きがいづくりと社会参加のための活動を支援 〃

◎ 転倒骨折予防推進ネット
ワ ー ク 事 業

2,361 転倒骨折の予防に向けた医療機関とのネットワークの構
築及び啓発事業の実施

〃

◎ 高齢者・障がい者の快適
生活支援事業

955 福祉用具利用・住宅改修に関する関係機関連絡会議及
び研修会の開催

〃

○ 特別養護老人ホーム新築
費補助

542,828 3か所
定員　70人　1か所
定 員 80 人 2 か 所

〃

○ 軽費老人ホーム（ケアハウ
ス ） 新 築 費 補 助

170,499 定員　50人　1か所 〃

○ 介護老人保健施設新築
費補助

55,000 2か所
定員　80人　1か所
定 員 76 人 1 か 所

〃

◎ 不妊治療支援事業 98,836 特定不妊治療（体外受精・顕微授精）に係る費用の助成
及 び 不 妊 専 門 相 談 事 業 の 実 施

健康衛 生部

○ 乳がん検診 119,827 マ ン モ グ ラ フ ィ ー の 導 入 〃

○ 子宮がん検診 418,467 受診対象年齢の拡大（30歳以上→20歳以上） 〃

健康さっぽろ21推進事業 5,737 自主的な健康づくりを支援するため、市民からの健康づく
り宣言の募集や、ＩＴを活用した 情報提供等を実施

〃

◎ 若者の健康に関する知識
の普及啓発事業

6,738 人工妊娠中絶率及び性感染症罹患率低下のための啓発
活動、効果的な指導体制（医療機関との連携等）を検討
す る 委 員 会 の 設 置

〃

○ 栄養改善 10,697 国民健康栄養調査、食生活改善推進員の養成・育成、栄
養 成 分 表 示 の 推 進 、 食 育 推 進 事 業 等

〃

○ 歯周疾患検診 8,165 歯周疾患検診の対象年齢拡大
（40、50歳→40、50、60、70歳）

〃

ヘルシーコミュニティ促進
事 業

12,402 地域住民の自主的な健康づくりに対する支援 〃

◎ たばこ対策 5,300 受動喫煙防止、未成年者・妊婦の喫煙防止及びたばこの
ポ イ 捨 て 対 策

〃

○ 東区パートナーシップヘ
ル ス ケ ア 事 業

1,830 地域住民の健康維持増進を目的とした住民組織の育成 〃

仮称）第２斎場整備推進
事 業

230,000 進 入 路 の 整 備 等 〃

○ 大志塾運営事業 4,000 子どもたちが自由な発想で企画した活動を自分たちの力
で 進 め て い く 場 の 提 供

子 ど も
育 成 部

○ 子 ど も の 権利 推進 事業 12,000 条 例 制 定 に 向 け た 市 民 議 論 、 啓 発 活 動 等 〃

◎ 子どもワンダーランド事業 1,420 外国出身の子どもや留学生との文化等の体験交流 子 ど も
育 成 部
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○ 児 童 会 館 運 営 管 理 2,190,804 障がい児の受入対象学年の拡大
（ 5 年 生 →6 年 生 ）

〃

○ 児童会館建設 224,000 子どもたちの意見を取り入れた新たな児童会館の建設
屯 田 北 中 学 校 区 480 ㎡

〃

○ ミニ児童会館施設設備整
備

44,770 児童が安全で健全に放課後を過ごせる場の確保
4 か 所

〃

◎ 母子家庭自立支援給付
金事業

7,180 自立支援教育訓練給付金事業、母子家庭高等機能訓練
促 進 事 業

子 育 て
支 援 部

◎ 地域主体の子育てサロン
設置事業

4,800 地域が主体となる子育てサロンの立ち上げや活動の支援 〃

◎ 仮称）豊平区子育て支援
セ ン タ ー 整 備

319,000 2 階 建 延 980 ㎡ 定 員 120 人 〃

◎ 仮称）東区子育て支援セ
ン タ ー 整 備

86,000 7 階 建 （ １ 階 部 分 ） 1,115 ㎡ 定 員 120 人 〃

○ 私立保育所改築費補助 438,096 3 か 所 定 員 増 90 人 〃

○ 私立保育所新築費補助 519,971 3 か 所 定 員 増 210 人 〃

○ 認可保育所移行促進事
業

25,000 認可保育所に移行する認可外保育施設等の保育環境改
善に要する費用の助成  5か所　定員増300人

〃

○ 延長保育事業費補助等 842,931 144 か 所 （ 新 規 11 か 所 ） 〃

○ 一 時 保 育 事 業 費 補 助 74,384 61 か 所 （ 新 規 10 か 所 ） 〃

○ 乳幼児健康支援デイサー
ビ ス 事 業

30,860 4 か 所 （ 新 規 1 か 所 ） 〃

○ 児童家庭支援センター運
営 費 補 助

19,036 2 か 所 （ 新 規 1 か 所 ） 児童福 祉総
合 セ ン タ ー

4 環境費

○ 札幌・環境力・UP事業 4,700 環境保全に関する行動喚起に向けた普及戦略の実施 環境事 業部
（環境計画部）

さっぽろごみプラン21改定 16,000 一般廃棄物処理基本計画の改定に向けた審議会の開催 〃

◎ 家庭ごみ減量化・有料化
等 調 査 費

17,700 基礎調査及び意見交換会の実施 〃

◎ 新たな生ごみリサイクル検
討 事 業 費

12,300 調査・検討及び堆肥化モデル事業の実施 〃

◎ 電動生ごみ処理機購入助
成

4,000 家庭ごみ減量施策の一つとして、生ごみ処理機の普及を
目 的 に 助 成

〃

○ 環境保全設備資金貸付 53,252 環 境 負 荷 低 減 設 備 導 入 資 金 の 融 資 あ っ せ ん 〃

◎ 蛍光管拠点回収・リサイク
ル 事 業

29,500 協力店を利用した使用済蛍光管の分別回収･リサイクル 〃

○ リ サ イ ク ル 事 業 推 進 13,000 ごみ減量・リサイクルなどへの取組に対する支援等 〃

◎ 事業系ごみリサイクルシス
テ ム 構 築 事 業

4,400 事 業 系 古 紙 の 排 出 量 や 流 通 実 態 の 調 査 等 〃

◎ 特別管理産業廃棄物適
正処理監視強化対策事
業

5,600 PCB廃棄物保有事業者の実態調査及び管理・指導の強
化

〃

○ ご み 埋 立 地 造 成 187,700 山本処理場 環境事 業部
（環境計画部）
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◎ 篠路清掃工場延命化事
業

156,000 延命化を図るため、必要な整備を実施 〃

ＩＳＯ14001普及促進事業 8,190 環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 運 用 管 理 環 境 都 市
推 進 部

○ CO２削減アクションプログ

ラ ム 事 業

100,000 CO２排出量削減に向けた各種事業の総合的な実施 〃

　 雪の冷熱エネルギー利用
基 礎 調 査

4,400 都心北融雪槽における実用化に向けた基礎調査・実証
実験等

〃

○ 都市再生プロジェクトエネ
ルギーネットワーク構築事
業 費 補 助

18,300 ㈱北海道熱供給公社による熱導管ピットの実施設計に対
する補助

〃

風力発電事業性評価業
務

5,000 風 況 調 査 等 〃

都市排熱有効利用基礎
調 査

4,500 下水道排熱利用に関する基礎調査等 〃

◎ エネルギー対策体系化事
業

4,000 市有施設の新築・改修における新エネ・省エネ設備導入
の 庁 内 シ ス テ ム の 確 立

〃

5 労働費

◎ 労働・職場環境問題解決
支援事業

700 増加している労働に関する問題の解決支援のため、国・
道 等 と 連 携 し て 情 報 提 供 等 を 実 施

市民生 活部

緊 急 雇 用 創 出 事 業 275,700 新規高卒者等の若年者の雇用創出のため、130人程度
の 臨 時 的 任 用 職 員 を 緊 急 雇 用

雇用推 進部

○ 就業サポートセンター事
業

100,000 ハローワーク、民間と連携しながら、ワンストップ型の各種
就 業 支 援 事 業 を 実 施

〃

◎ インターンシップアドバイ
ザ ー 事 業

2,500 インターンシップ受入企業にアドバイザーを派遣し、受入
準備への助言等を実施

〃

◎ 中小企業等求人採用支
援 事 業

10,000 中小企業の人事・人材育成担当者等を対象とした講習会
等を開催

〃

6 経済費

都心にぎわいづくり事業 10,500 中心商業地域を活性化するために行う取組みに対する助
成

産業振 興部

○ 雇用創出型ニュービジネ
ス立地促進事業

137,000 雇用創出効果の期待できる人材集約型企業の誘致ＰＲ、
立 地 企 業 に 対 す る 補 助 等

〃

○ フードランド北海道開催費
補助

15,000 道産食材の消費拡大及び観光客誘致を目的としたイベ
ン ト に 対 す る 補 助

〃

都心部空き店舗活用型創
業支援事業

8,750 都心部に設置するチャレンジショップでの起業志望者に
対 す る 本 格 的 な 独 立 開 業 に 向 け た 支 援

〃

◎ 食関連新技術導入促進
事 業

18,000 食関連産業・資源の集積を活用した成功モデルの創出を
目指して、研究開発プロジェクトを実施

〃

◎ 食産業振興プロジェクト推
進 運 営 事 業

3,000 食関連産業の実態把握のための調査等 〃

○ アジア圏等経済交流促進
事 業

14,900 海外との産業ネットワークの拡大を図るため、市内企業の
海外事業展開を支援

〃

環境関連産業振興 5,000 企業利益と環境保全の調和を目指すエコプロフィットの普
及 、 環 境 保 全 産 業 の 創 出 に 向 け た 調 査

〃

◎ ＩT関連産業国際化事業 6,000 札幌とアジアのＩＴ企業のビジネス連携を促進させるため
の コ ー デ ィ ネ ー ト 業 務

産業振 興部
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◎ コンテンツビジネス支援事
業

16,000 コンテンツビジネスの産業化推進のため、短編映画祭の
開催に向けたプレイベントの実施及び海外と札幌のクリエ
イ タ ー の 交 換 派 遣 を 支 援

〃

◎ 創造都市さっぽろ（Ideas
City SAPPORO）創出推進
事 業

11,000 「創造都市さっぽろ」としてのあり方、具体的な推進方策
等の調査及び創造都市としての札幌を世界に向けて宣
伝 す る イ ベ ン ト 等 を 実 施

〃

札幌ブランド構築・推進事
業

22,000 デザイン会議、コンペ受賞作品の商品化及びギャラリー
運 営 等 を 実 施

〃

◎ デザイン環境ステップアッ
プ事業

4,200 デザインを経営に活かしていくためのセミナーの開催や
ユニバーサルデザイン推進のための展示会等を実施

〃

IT・バイオネットワーク構築
事 業

4,500 関西地域と本市企業の連携促進 〃

◎ ＩＴ活用型新事業創出モ
デル事業

4,000 ＩＣカードの利用などＩＴ技術を活用した共通決済基盤シス
テムを活用し、地域ポイント流通など、顧客の誘導を実現
す る モ デ ル 事 業 を 支 援

〃

大学研究成果活用推進
事業

13,600 北大等の知の集積を活かした「リサーチ&ビジネスパーク
構 想 」 推 進 の た め 、 研 究 開 発 や 成 果 活 用 を 支 援

〃

健康サービス産業振興事
業

4,000 健康増進や健康管理にＩＴや大学の研究成果などを活用
す る 事 業 や サ ー ビ ス 開 発 を 促 進

〃

○ コミュニティ型建設業創出
事業

10,000 家屋補修・除雪等の地域の生活ニーズと、建設業の人材
や技術をマッチング・コーディネートするためのモデル事
業 の 実 施

〃

建 設 業 対 策 広 報 事 業 1,900 建設業支援施策説明会の開催等 〃

建設業対策特別相談補
助

3,350 札幌商工会議所各支所における講習会及び特別相談会
の 実 施 に 対 す る 補 助

〃

中小企業支援センター事
業

45,892 中小企業等に対する窓口相談、専門家派遣、調査分析
等 の 支 援

〃

中小建設業IT化促進事業 6,360 ＩＴ導入により経営改善を図ろうとする中小建設業者に対
す る 補 助

〃

中小企業アドバイザー事
業

13,800 離職者等の経験や知識を活かした中小企業に対する経
営 支 援

〃

○ 中小企業金融対策資金
貸 付

78,766,000 中小企業に対する運転資金、設備資金等の貸付 〃

先端産業立地促進資金
貸付

1,917,000 先端技術産業の事業所等を新増設する企業等に対する
用 地 取 得 及 び 事 業 所 建 設 資 金 の 貸 付

〃

○ 元気小規模事業資金支
援事業
（札幌元気基金事業）

131,875 小規模事業者が金融機関から資金繰り等に必要な運転
資金の融資を原則無担保・第三者保証人なしで円滑に
受 け ら れ る よ う 支 援

〃

○ 経営革新支援資金貸付
（札幌元気基金事業）

1,524,080 事業拡大や設備投資等に意欲的な中小企業等が金融機
関から融資を受けられるよう一定の事業評価に基づき支
援

〃

企業再生支援資金貸付
（札幌元気基金事業）

355,195 企業再生を進めている中小企業等が、金融機関から必要
な短期資金の融資を受けられるよう一定の評価に基づき
支 援

〃

○ ベンチャー支援事業
（札幌元気基金事業）

137,000 本市経済を牽引していく先端分野のベンチャー企業を育
成するため、創業等に必要な資金の提供を含め総合的
に 支 援

〃

「顔の見える農業」推進事
業

2,807 「さっぽろとれたてっこ」による札幌産農畜産物の消費拡
大 支 援

農 務 部
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食産業ブランド化事業推
進

3,190 農業と食品産業との連携促進 〃

◎ サ ッ ポ ロ さ とら ん ど 魅力
アップ推進事業

5,000 モエレ沼公園との一体的利用を進めるため、両施設をつ
な ぐ 馬 車 の 運 行 実 験 を 実 施

〃

レンタルファーム実験事業 2,740 異業種企業や市民の農業参入手法の検討と実践事業の
展 開

〃

環境保全型農業支援事
業

3,910 耕畜連携による有機資源循環システムの構築 〃

ターゲット別国内観光プロ
モ ー シ ョ ン 事 業

8,500 旅行代理店やマスコミ等に対する直接的なPR、北海道の
観 光 と 物 産 展 に お け る PR 等

観 光 部
（観光コンベン
シ ョ ン 部 ）

国際観光促進事業 10,130 中国観光セミナー・マスコミ関係者招へい、海外旅行見本
市 出 展 、 外 国 語 版 観 光 ガ イ ド 制 作 等

〃

ホスピタリティ育成支援事
業

2,260 観光ボランティア研修の実施、商工会議所が実施するシ
テ ィ ガ イ ド 検 定 試 験 へ の 補 助

〃

○ 集客交流・シティＰＲキャン
ペ ー ン 事 業

60,000 市 民 ・ 企 業 ・ 行 政 の 協 働 に よ る 重 点 的 な 札 幌 PR 〃

◎ 芸術・文化を活用した街の
魅力創造・発信事業

13,000 新たな観光資源としての芸術・文化を活用した誘致プロ
モ ー シ ョ ン の 展 開 等

〃

◎ 2007年FISノルディックス
キー世界選手権札幌大会
を活用したシティPR事業

900 プレ大会となるFISジャンプワールドカップ2006札幌大会
等 で の シ テ ィ PR

〃

◎ 映像を活用した街の魅力
発信事業

2,500 フィルムコミッション、ICCとの連携により、映画等のロケ地
紹 介 や 札 幌 が 有 す る 映 像 制 作 技 術 を PR

〃

◎ 定山渓観光客誘致関連
補助

3,800 定山渓地域が行うシンボルゾーン整備、来客誘致活動に
対 す る 補 助

〃

フィルムコミッション事業費
補 助

24,076 映画・ドラマ等の撮影の誘致及び支援 〃

7 土木費

○ 都心交通調査事業
（ 都 心 交 通 関 係 事 業 ）

50,800 施策別アクションプランの検討、道庁東重点ゾーン地区
荷さばき複合実証実験、すすきの地区交通計画の検討
等

企 画 部

○ 都心交通協働事業
（ 都 心 交 通 関 係 事 業 ）

9,200 都心部商店街等との協働による交通面からのまちづくり
施 策 の 展 開 等

〃

○ 市民との協働による都市
計 画 制 度 普 及 事 業

5,000 16年度作成の「まち本（まちづくりに役立つ都市計画の
本 ） 」 を 活 用 し た 市 民 と の 勉 強 会 の 開 催 等

都市計 画部
( 計 画 部 ）

◎ 都市景観重要建築物等
保 全 事 業

5,000 指定重要建築物等の所有者等に対しその保存等に要す
る 経 費 の 一 部 を 補 助

〃

◎ 公共施設景観デザインガ
イ ド ラ イ ン 策 定

4,000 公共施設の色彩や形態意匠のデザインガイドラインの策
定

〃

特定地域計画策定 10,151 苗 穂 駅 周 辺 地 区 ま ち づ く り 計 画 策 定 〃
(市街地整備部)

○ 道 路 交 通 調 査 45,000 パーソントリップ調査準備及び道路交通センサスの実施 総 合 交 通
計 画 部

◎ 自転車と地下鉄の連携方
策 検 討 事 業

6,900 自転車と地下鉄を連携させ、目的地にアクセスできる仕
組みづくりに関する検討

〃

交通バリアフリー推進 48,400 民営事業者によるＪＲ森林公園駅のバリアフリー化及びノ
ン ス テ ッ プ バ ス 等 の 導 入 に 対 す る 補 助

総 合 交 通
計 画 部
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乗継施設等整備推進 4,500 厚別副都心地区（自由通路等）
　都市計画決定に向けた検討
地下鉄栄町駅周辺

乗 り 継 ぎ の 円 滑 化 に 向 け た 調 査

〃

公共交通ネットワーク確保
対 策 事 業

497,000 市営バス事業の民営移行に伴う補助、公共交通ネット
ワーク実態調査等

〃

◎ 路面電車活用方針検討
調 査

8,000 路面電車の将来的な活用方針を定めるための検討・調査 〃

○ 「スマートサイクルプログラ
ム ｉ ｎ 札 幌 」 策 定 事 業

10,000 都心部における放置自転車対策の検討 〃

札幌駅前通地下歩行空
間 活 用 推 進 事 業

6,000 空間活用の検討、サイン計画の策定等 〃

公園整備 5,548,272 公園造成　　五天山公園ほか３８か所
　 街区公園　２１か所　　　　近隣公園　　２か所
　 総合公園　　２か所　　　  特殊公園　　１か所
 　都市緑地　１３か所
公園用地取得　東雁来公園ほか１２か所
国営公園整備費等負担金 滝野丘陵すずらん公園

み ど り の
推 進 部
（緑化推進部）

個性あふれる公園整備
（ 公 園 整 備 等 ）

520,900 地域の特性に合せた魅力ある個性的な公園として再生
　 街区公園　　５か所　　　　近隣公園　　２か所

地 区 公 園 １ か 所 運 動 公 園 １ か 所

〃

既設公園整備
（ 公 園 整 備 等 ）

402,865 老朽化した既設公園を利用実態やニーズに合わせて再
整 備

〃

福祉のまちづくり公園整備
（ 公 園 整 備 等 ）

348,300 身 障 者 用 ト イ レ 整 備 、 園 路 段 差 解 消 等 〃

○ 丘珠空港緑地整備
（ 公 園 整 備 等 ）

792,400 丘珠空港と調和したまちづくりを推進するため空港周辺
に 都 市 緑 地 を 整 備

〃

◎ プレイリーダー育成事業 1,560 公 園 ガ イ ド の 育 成 〃

◎ 市民主体の公園等管理推
進 支 援 事 業

1,000 市民が公園等を管理運営し、緑を守り育てるための研修
会 等 を 実 施

〃

道路緑化推進 103,500 中 央 分 離 帯 の 再 整 備 、 街 路 樹 の 複 層 化 植 栽 等 〃

○ 市民参加による都市緑化
推 進 事 業

2,400 市 民 植 樹 祭 等 の 実 施 〃

公共施設緑化推進 37,000 学 校 等 市 有 施 設 の 緑 化 〃

民 有 地 緑 化 推 進 8,000 屋 上 緑 化 技 術 の 調 査 ・ 検 討 等 〃

◎ マイタウン・マイフラワープ
ラ ン 事 業

2,000 市 民 と の 協 働 に よ る 花 苗 の 育 成 及 び 植 栽 〃

◎ 一家庭一植樹運動推進 7,700 市 民 と の 協 働 に よ る 苗 木 づ く り 及 び 植 樹 〃

緑地保全地区取得 300,000 三 里 塚 地 区 、 上 野 幌 地 区 〃

都市環境緑地取得整備 282,000 良好な都市環境の形成を図るための緑地取得整備 〃

◎ 展 望 レ ス ト ハ ウ ス 建 設 134,700 来 園 者 が 雨 天 、 降 雪 時 に 休 憩 で き る 施 設 を 建 設 円山動 物園

○ 歩行者と自転車の共存す
る空間の創出事業

217,000 都心部及び周辺部の自転車放置禁止区域等において路
上 放 置 自 転 車 対 策 事 業 を 実 施

管 理 部

◎ 道路情報管理室運営費 35,435 各区で行っている道路管理業務等を集約・効率化する道
路 情 報 管 理 室 の 開 設 に 伴 う 運 営 経 費

管 理 部
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○ 雪対策 14,652,743 道路除雪（11,461,475）
　車道除雪　5,154km
　歩道除雪　3,350km
　運搬排雪　1,942km

　雪堆積場管理　15,396千ｍ
3

　ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ排雪　759件／1,321km
　凍結防止剤散布 3,761ｔ/750km
ロードヒーティング維持管理（931,487）
雪対策施設維持管理（544,725）
雪対策施設整備（269,100）
　新琴似北流雪溝整備、澄川雪堆積場造成
　創成川第２投雪施設整備、凍結路面対策舗装
　地域密着型融雪槽設置
冬の生活文化情報発信事業（6,000）
　雪対策事業に関する情報や冬のライフスタイル・
　生活文化に関する情報を、広報誌やポータルサイ
　トを通じて提供
そ の 他 除 雪 機 械 整 備 等

〃

道路新設改良事業 14,134,542 交通安全施設整備（1,957,000）
　 歩道整備　　都心地区等（バリアフリー）3地区
　 　　　　　　北の沢中線等  20路線
　 歩道改良　　旭山公園米里線等　17路線
　 交差点改良　丘珠空港周辺地区　1地区
　 駐輪場整備　米里中の島通線　1箇所
道路改良（8,937,542）
　 道路改良　　西野真駒内清田線等  18路線
　 電線類地中化　桑園停車場線等　3路線
　 沿道環境(低騒音舗装) 南19条宮の沢線　1路線
　 情報ボックス　札幌北広島環状線等  5路線
　 Ａ級舗装　　石山穴の沢線等  10路線
　 舗装改良　　小野幌川線等  6路線
　 生活道路　　北光49号線等  133路線
道路橋りょう整備（140,000）
　 新設　仮称）川向中通2号橋等  2橋
　 架換　大排水北三番橋等  2橋
直轄事業負担金（3,100,000）

国 道 ２ 次 改 築 等 負 担 国 道 230 号 等

土 木 部

街路事業 19,708,525 街路改良（12,282,425）
　 街路改良　札幌新道等　31路線
　 電線類地中化　北１条・宮の沢通等　4路線
　 情報ボックス　環状通　1路線
　 Ａ級舗装　下茨戸16号線等  7路線
　 歩道整備　西岡5条11丁目1号線等  7路線
　 生活道路　緑園団地3号線等  70路線
立体交差新設（2,877,900）
　 北郷通等  3路線
街路橋りょう整備（1,763,000）
　 新設　横新道橋等  2橋
　 架換　にしおか橋等  3橋
創成川通アンダーパス連続化整備（1,602,200）
 　準備工、既設構造物解体工、仮設工等
札幌駅前通地下歩行空間整備（953,000）
 　実施設計、支障物件移設等
ＪＲ白石駅周辺地区整備（230,000）

自由通路、駅前広場、白石駅北通の実施設計等

〃

河川事業 3,483,263 治水整備　西野川等  24河川
環境整備 札幌北部地区河川（鴨々川）等 12河川

〃

菊水上町地区住環境整
備 事 業

96,000 街 区 内 道 路 整 備 等 市 街 地
整 備 部

民間再開発促進 3,153,400 ＪＲ琴似駅北口地区、豊平6・6北地区、北8西3東地区、東
札 幌 1 条 地 区

〃

住まいのプラットフォーム
推進事業

7,200 住まいに関する課題等に対して、市民・民間事業者・行政
等 が 協 働 で 課 題 解 決 を 図 る た め の 仕 組 み づ く り

市 街 地
整 備 部
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予算額 事    業    内    容 担当部款・事業名

借上市営住宅整備事業 102,000 民間事業者等が建設する住宅を市営住宅として借上げ
新 規 供 給 100 戸

〃

高齢者向け優良賃貸住宅
供給事業

164,650 民間活力を利用した良質な高齢者向け住宅の供給
  建設費補助　117戸（うち新規認定30戸）

家 賃 補 助 60 戸

〃

◎ 既設市営住宅バリアフリー
化 調 査

4,000 既設の市営住宅をバリアフリー化するための調査検討 〃

◎ 環境共生型市営住宅基
礎 調 査 業 務

2,000 環境に配慮した市営住宅の整備をするための調査検討 〃

市営住宅建設 6,192,000 新規 147戸  下野幌、菊水上町
継続 463戸 菊水上町、北21条、下野幌、真駒内本町

〃

◎ 市有建築物評価システム
構 築

11,000 築後20年以上経過した市有建築物について劣化状況等
を評価・点検

建 築 部

8 消防費

◎ 消防・救急無線再整備基
礎 調 査

3,000 既存のアナログ方式消防・救急無線をデジタル方式に全
面更新するための基礎調査

消 ） 総 務 部

「教えて!ファイヤーマン」
事業

2,000 消防職員が小学校に出向し、防火・防災･救急の基礎的
な 知 識 に 関 す る 体 験 型 授 業 を 実 施

〃

◎ 放火火災防止対策 4,000 町内会等に炎感知器を一定期間貸し出し、地域住民によ
る設置・管理を通じた「放火されない環境づくり」を推進

〃

○ 救急業務高度化推進 44,000 救急救命士による気管挿管・薬剤投与の実施など救急業
務 の 高 度 化 に 向 け た 体 制 整 備 、 資 器 材 導 入 等

〃

◎ 自動体外式除細動器（Ａ
ＥＤ）講習推進

1,000 各種救命講習会に使用する訓練用自動体外式除細動器
（ Ａ Ｅ Ｄ ） を 導 入

〃

9 教育費

学校適正配置計画策定 4,000 計画策定に向けた市民会議、パブリックコメント等の実施 教 ） 総 務 部

幼児教育振興計画策定 2,400 計画策定に向けた市民会議、パブリックコメント等の実施 〃

○ 小 学 校 改 築 422,200 手稲東小学校　仮校舎解体等
信濃小学校　　仮校舎建設、実施設計等
円山小学校 仮校舎(旧大通小)へのｽｸｰﾙﾊﾞｽ運行

〃

中 学 校 改 築 267,400 伏 見 中 学 校 仮 校 舎 建 設 、 実 施 設 計 等 〃

学 校 用 地 取 得 ・ 造 成 等 534,409 用地取得　2校　測量　13校　造成　12校 〃

特 殊 学 級 整 備 40,850 小 学 校 8 校 中 学 校 1 校 〃

◎ 耐 震 補 強 事 業 96,500 小学校　工事　1校
中 学 校 設 計 1 校

〃

◎ 新しいタイプの定時制高
校 設 置 事 業

15,000 PFI 手 法 の 導 入 可 能 性 調 査 等 〃

楽しさとゆとりのある給食
推 進 事 業

234,900 食器具改善、ランチルーム用備品の整備等　26校 〃

高等学校教育改革推進 13,177 平 岸 高 校 デ ザ イ ン ア ー ト コ ー ス の 整 備 等 学校教 育部

○ 外 国 語 指 導 助 手 関 係 188,541 38人（増員5人） 〃

不 登 校 対 策 事 業 34,342 相談指導学級　4施設
ス ク ー リ ン グ サ ポ ー ト ネ ッ ト ワ ー ク 事 業

学校教 育部

特 殊 教 育 10,612 看護師配置、学びの手帳交付等 〃
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予算額 事    業    内    容 担当部款・事業名

特別支援教育研究モデル
事 業

800 養護学校等へ通う児童の地域学習支援 〃

○ スクールカウンセラー活用
事 業

149,480 中 学 校 98 校 、 高 等 学 校 8 校 〃

　 家 庭 教 育 事 業 16,271 各学校・園のPTAを単位に「家庭教育学級」を実施 生涯学 習部

　 林 間 学 校 9,911 小学校3年生から6年生の児童を対象に野外活動を実施 〃

○ 学 校 図 書 館 開 放 事 業 73,205 84校（新設3校） 〃

　 学校開放地域活動モデル
事 業

2,678 20校 〃

○ さっぽろ市民カレッジ運営 7,702 様々な学習ニーズに対応する学習支援を目的とした学習
プ ロ グ ラ ム を 提 供

〃

◎ 新たな生涯学習推進構想
策 定

1,000 アンケートの実施等 〃

◎ 旧豊水小学校跡利用施
設 整 備

162,000 文化資料室の移転に伴う整備、市民利用部分の整備等 〃

◎ 旧札幌控訴院法廷復元
整 備

71,500 法廷復元、展示室整備等 〃

　 地区センター図書室整備 45,000 仮称）八軒中央地区センター図書室
図 書 購 入 18,000 冊

中央図 書館
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特 別 会 計 （単位　千円）

予算額 事業内容 担当部

土地区画整理会計

土地区画整理事業 7,420,000
市施行  4地区
   西宮の沢、富丘西、東雁来第2、新琴似駅前
組合施行  5地区(※は助成地区)
   米里東、簾舞、南あいの里(※)、川北、
   手稲山口(※)

開発事業部

企 業 会 計 （単位　千円）

予算額 事業内容 担当部

病院事業会計
医療器械等整備 395,000 デジタルＸ線撮影装置更新　ほか 病）事務局

中央卸売市場事業会計
中央卸売市場整備 7,082,000 青果棟新築工事、情報系システム整備　ほか 中 央 卸 売

市 場

軌道事業会計
軌道改良整備 143,000 軌道改良工事 高速電車部

高速電車事業会計

地下鉄施設整備 9,322,000 安全対策
　火災対策、東西線非常列車停止ボタン等設置、
  南北線高架部耐震補強工事
その他
　バリアフリー対策、東西線車両更新（２編成）、
　自動出改札装置更新　ほか

高速電車部

水道事業会計
水道配水管布設 5,788,000 延長　46.5km 給 水 部

水道施設整備 3,883,000 導・浄水施設
　豊平川水道水源水質保全事業、
　藻岩浄水場水力発電設備工事　ほか
送・配水施設
　白川第３送水管新設工事、
　藻岩・清田配水池改修工事　ほか

下水道事業会計
下水道管路布設 10,447,000 延長　32.3km

下水道施設整備 12,253,000 ポンプ場　4か所
　茨戸西部中継ポンプ場　ほか
処理場　6か所
　東部スラッジセンター新設、
　手稲処理場増設　ほか

会計・事業名

会計・事業名

下 水 道
建 設 部
（建設部）
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（単位 千円）

（財）法律扶助協会札幌支部 765 650

札幌姉妹都市協会 4,500 4,000

（学）北海道インターナショナルスクール 2,000 1,800

（学）北海道朝鮮学園 2,000 1,800

北海道・ロシア極東交流事業実行委員会 400 350

日本ユーラシア協会札幌支部 100 0

国際連合大学 600 500

さっぽろプロムナード運営協議会 2,250 2,000

札幌市納税貯蓄組合連合会 1,900 1,700

各区成人の日行事実施委員会 10,000 10,000

札幌交通安全連合会 2,100 1,500

札幌地区防犯協会連合会 2,520 2,200

札幌地区暴力追放センター協議会 500 450

北海道ＩＬＯ協会札幌地方支部 162 0

（社福）愛和福祉会 833 0

（社）北海道季節移動労働者福祉協会 50 0

さっぽろ消費者まつり実行委員会 4,050 2,000

（社）札幌消費者協会 13,500 13,000

（社）北海道炭鉱離職者雇用援護協会 2,500 2,200

（社）北海道労働文化協会 243 0

札幌市勤労者福祉推進委員会 2,000 1,000

札幌市高齢者雇用対策推進委員会 500 450

北海道ウタリ協会札幌支部 1,200 1,200

札幌市女性団体連絡協議会 1,512 750

特定非営利活動法人　北海道ﾏﾘｯｼﾞｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ 360 0

駆け込みシェルター運営委員会 2,000 2,000

札幌スノーホッケー協会 900 800

サッポロペンタスロン実行委員会 5,220 4,600

札幌カップ国際アイスホッケー競技大会実行委員会 17,000 0 17年度開催なし

（株）北海道フットボールクラブ 106,850 90,000

宮様スキー大会実行委員会 6,300 5,600

札幌市長杯サマージャンプ実行委員会 2,100 1,080 宮の森分は17年度開催なし

札幌国際スキーマラソン大会組織委員会 11,300 10,000

札幌スケート連盟 450 400

札幌マラソン大会実行委員会 20,500 19,900

（財）札幌市スポーツ振興事業団 450 400

（財）ツール・ド・北海道協会 1,350 1,200

（株）読売新聞東京本社北海道支社(札幌国際ﾊｰﾌﾏﾗｿﾝ大会) 2,250 2,000

団   体   補   助   金   一   覧

17年度
予　算

備 考団　　体　　名
16年度
予　算
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17年度
予　算

備 考団　　体　　名
16年度
予　算

札幌人権擁護委員協議会 1,350 1,200

札幌市民生委員児童委員協議会 4,941 4,600

札幌市連合遺族会 180 160

札幌戦没者連合遺族会 180 160

北海道傷痍軍人会札幌支部 1,000 900

（社福）北海道いのちの電話 900 800

北海道日中友好センター 288 250

札幌市被爆者の会 100 90

（社）札幌市身体障害者福祉協会 3,941 3,500

（社）札幌市視覚障害者福祉協会 378 340

特定非営利活動法人　札幌市肢体障害者協会 558 500

札幌市中途難失聴者協会 108 90

（社）札幌聴力障害者協会 378 340

札幌手話サークル連絡協議会 162 140

（社）札幌市手をつなぐ育成会 17,374 14,060

（社）札幌市知的障害者職親会 3,870 3,400

特定非営利活動法人　札幌市障害者小規模共同作業所連絡協議会 270 240

（財）北海道盲導犬協会 1,200 0

札幌市ことばを育てる親の会 100 90

特定非営利活動法人　札幌市精神障害者家族連合会 1,350 1,200

札幌市精神衛生協会 669 600

札幌市精神障害回復者クラブ 540 480

札幌市障害者の日記念事業実行委員会 900 800

（社福）札幌市社会福祉協議会 100 0

（財）しらかば愛育会 216 190

（財）さっぽろシュリー 25,000 22,550

（社）札幌肢体不自由児者父母の会 1,500 1,300

（財）北海道難病連札幌支部 4,000 3,600

札幌市食生活改善推進員協議会 450 400

札幌市献血推進協議会 117 70

（社）札幌薬剤師会 900 800

（社）札幌歯科医師会 75,273 67,746

（社）札幌市医師会 32,800 29,520

（社）北海道柔道整復師会札幌ブロック 270 240

札幌公衆浴場商業協同組合 3,000 2,700

札幌市調理師団体連合会 4,600 4,100

札幌市食品衛生協会連合会 9,220 8,200

国際ユースネット21実行委員会 500 0

日本ボーイスカウト札幌地区委員会 150 0

（社）ガールスカウト日本連盟北海道支部札幌地区協議会 150 0
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17年度
予　算

備 考団　　体　　名
16年度
予　算

札幌海洋少年団 100 0

（社）札幌市子ども会育成連合会 4,000 3,600

中学校区青少年健全育成推進会 7,760 6,860

札幌市保護司会連絡協議会 1,000 900

更生保護法人　札幌大化院 200 180

更生保護法人　大谷染香苑 200 180

（社）札幌市私立保育所連合会 17,723 16,923

札幌市里親会 287 250

北海道サケ友の会 190 0

クリーンさっぽろ衛生推進連絡協議会 7,950 7,100

札幌市花壇推進組合 10,500 9,400

札幌商工会議所（経常） 19,000 18,000

札幌商工会議所（臨時） 2,500 2,250

北海道中小企業団体中央会 2,375 2,200

札幌市商店街振興組合連合会 17,500 15,850

札幌精肉商業協同組合 630 0

札幌地方職業能力開発協会 450 300

札幌発明協会 400 360

札幌卸商連盟 630 550

（社）北海道貿易物産振興会 385 0

（社）北海道国際貿易促進協会 1,026 900

（社）北海道障害者雇用促進協会 405 360

札幌市農業振興協議会 1,370 1,200

札幌市家畜防疫組合 123 100

札幌市乳牛共進会実行委員会 117 0

（社）札幌観光協会 4,900 4,600

（社）定山渓観光協会 3,800 3,600

さっぽろライラックまつり実行委員会 1,800 1,600

さっぽろ夏まつり実行委員会 16,000 14,000

さっぽろ菊まつり実行委員会 1,800 1,600

さっぽろ雪まつり実行委員会 54,000 48,000

さっぽろホワイトイルミネーション実行委員会 36,000 32,000

YOSAKOIソーラン祭り組織委員会 3,000 2,700

スノーメモリアル実行委員会 2,000 1,800

アシリチェップノミ実行委員会 800 800

札幌市無形文化財丘珠獅子舞保存会 500 450

札幌市民芸術祭実行委員会 16,300 14,000

（財）札幌市芸術文化財団 6,700 6,000 札幌美術展実行委員会から事業移管

（財）北海道文学館 2,100 1,800

札幌文化団体協議会 2,850 2,500
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17年度
予　算

備 考団　　体　　名
16年度
予　算

（社）北海道邦楽邦舞協会 900 800

北海道二期会 450 400

北海道舞踊華扇会実行委員会 450 400

札幌市巡回演劇教室実行委員会 450 400

さっぽろ旭山うた祭りの会 900 800

全道バレエフェスティバルイン･サッポロ実行委員会 450 400

ファッションタウン・さっぽろ推進協議会 450 400

（財）北海道演劇財団 4,500 4,000

特定非営利活動法人　札幌室内歌劇場 450 400

（財）札幌交響楽団 172,000 160,000

（社）北海道屋外広告業団体連合会 600 0

（社）北海道マンション管理組合連合会 1,800 1,600

札幌防火委員連合会 3,150 2,800

（社）札幌市私立幼稚園連合会 29,815 26,000

（社）北海道私立専修学校各種学校連合会札幌支部 3,600 3,200

札幌市教育研究協議会 10,044 9,000

札幌市小規模学校教育研究協議会 80 0

札幌市特別支援教育研究連盟 180 160

札幌市立幼稚園教育研究協議会 252 220

札幌市学校教護協会 338 300

札幌市学校保健会 540 480

札幌市創意くふう作品展実行委員会 100 0

札幌市中学校文化連盟 2,499 2,350

札幌市中学校体育連盟 9,480 9,000

札幌市ＰＴＡ協議会 19,270 17,000

札幌市私立幼稚園ＰＴＡ連合会 450 400

札幌ユネスコ協会 270 0

札幌レクリエーション協会 100 0

さっぽろ青少年連合 4,050 0

合　　　　　計            146団体 949,187 824,309
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使用料・手数料等の見直し項目

使用料・手数料・諸収入 （単位　千円）

道路占用料 83,884

堤防使用料 1,312

高等学校授業料 7,986

　使用料　小計 93,182

医薬手数料 488

精神保健福祉センター手数料 3

発達医療センター手数料 89

ごみ処分手数料（事業系） 404,621

し尿処理等手数料 24,643

自転車等整理手数料（自転車等駐車場） －

屋外広告物許可手数料 21,087

特殊車両通行許可手数料　 － 1,500円/件 → 200円/経路

土木証明閲覧手数料（測量成果物の交付） －

土地境界証明手数料 162

　手数料　小計 451,093

アイヌ文化交流センター体験講座受講料 160

清掃事業収入（清掃工場熱売却収入） 1,840

　諸収入　小計 2,000

　使用料・手数料・諸収入改定　合計 546,275

貸室等使用料（区民センター等） 44,974

貸室等使用料（こどもの劇場） 5,964

下水道使用料（生活保護世帯） 139,358

し尿処理手数料（生活保護世帯） 713

　減免見直し　小計 191,009

　合計 737,284

その他
（単位　千円）

すこやか健診、がん検診 79,347

　その他　合計 79,347

※財政構造改革プラン「受益者負担の見直し」分

※財政構造改革プラン「サービス水準などの見直し」分

改定効果

自己負担　すこやか 800円 → 1,200円、胃がん 1,800 → 2,200円　など

減免対象者の見直し

廃止（H17.6～）

廃止（H17.6～）

主　　な　　見　　直　　し　　内　　容

土地価格×5％ → 土地価格×6％（工作物を伴う敷地）

減免対象及び減免率の見直し

2,200円/4枚（以降400円/枚）　→　550円/枚

項　　　　　　　目

2,500円/件 → 3,000円/件

蒸気供給料金 350円/t → 400円/t

300円/回 → 800円/回

診断書Ａ　1,200円 → 1,500円､　診断書Ｃ　3,600円 → 4,000円

定期利用　 屋根なし 1,000円/月、 屋根付き 1,500円/月
一時利用　 100円/日

項　　　　　　　目 改定効果 主　　な　　見　　直　　し　　内　　容

看板類　870円/㎡･月 → 11,900円/㎡･年（月額換算 992円/㎡･月）

照明あり  1,100円/5㎡ → 1,900円/5㎡
照明なし    700円/5㎡ → 1,300円/5㎡

診断書Ａ　1,200円 → 1,500円､　診断書Ｃ　3,600円 → 4,000円

焼却　　 110円/10kg → 130円/10kg、 埋立 110円/10kg → 140円/10kg
資源化 　70円/10kg → 　90円/10kg
その他(管路ごみ等)　90円/20㍑ → 100円/20㍑

くみ取　180円/27㍑ → 210円/27㍑、 汚泥処分　60円/27㍑ → 70円/27㍑

病院開設許可 41,000円 → 46,800円

全日制　9,300円/月 → 9,600円/月

－49－



注） 機構改革により担当部が変わる場合は、上が新部名、下の(　)書きが旧部名である。 （単位　千円）

予　算　額 施　　　設　　　の　　　概　　　要 完成年月 担　当　部

512,000 （西区）八軒6条西2丁目 18年3月

     ２階建　延1,220㎡

地下鉄駅エレベーター等 587,122 （白石区）南郷18丁目駅 17年12月

　　　エレベーター、身障者用トイレ

総事業費　 477,761

（中央区）円山公園駅 17年12月

　　　エレベーター、身障者用トイレ

総事業費　 510,389

特別養護老人ホーム 173,232 (厚別区)青葉町15丁目 17年6月

仮称）青葉のまち　社会福祉法人ほくろう福祉協会

 　　　定員　70人

(新築補助) 　　　デイサービスセンター、ショートステイ併設

1,361,000 (東　区)東雁来町 17年9月

　　　定員　30人

　　　デイサービスセンター、自閉症・発達障害

　　　支援センター併設

総事業費 2,100,000

仮称）第２斎場 － （手稲区）手稲山口 18年3月

　　　火葬炉　29基　※ＰＦＩを活用した施設整備

屯田北中学校区児童会館 224,000 （北　区）屯田８条７丁目 17年11月

　　　480㎡

仮称）豊平区子育て
　　　　　　　　支援センター

319,000 （豊平区）月寒東1条4丁目 18年3月

     　２階建　延980㎡

私立保育所 521,121 （東　区） 18年3月

　 　　　定員  90人                乳幼児併設

　 （豊平区） 18年3月

　　　定員 120人                乳幼児併設

　 　 （西　区） 18年3月

（新築補助） 　　　定員 120人                乳幼児併設

私立保育所 438,096 （北　区）太平11条1丁目 18年3月

太平保育園　　社会福祉法人太平福祉会

　　　定員 120人（30人増）   乳幼児併設

　 （白石区）北郷2条6丁目 18年3月

北郷ピノキオ保育園　　社会福祉法人太陽育生会

　 　　　定員 150人（30人増）   乳幼児併設

　 　 （豊平区）豊平6条3丁目 18年3月

札幌保育園　　社会福祉法人札幌保育園

　（改築補助） 　　　定員 120人（30人増）   乳幼児併設

平 成 17 年 度 中 完 成 予 定 施 設

施　　　　設　　　　名

自閉症者自立支援
　　　　　　　　　　　センター

コ
ミ

ュ
ニ

テ

ィ
施
設

仮称）八軒中央地区
　　　　　　　　　　　センター

保
健
福
祉
施
設

健 康 衛 生 部

子ども育成部

子育て支援部

地 域 振 興 部

保 健 福 祉 部
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予　算　額 施　　　設　　　の　　　概　　　要 完成年月 担　当　部施　　　　設　　　　名

新琴似駅前緑地 72,200 （北区）新琴似8条1丁目 18年3月

都市緑地　   0.3ha　     　     総事業費　 76,200

栄南緑地 24,800 （東区）北36条東20丁目 18年3月

都市緑地　 　1.2ha　       　    総事業費 135,880

北33条緑地 20,600 （東区）北33条東14丁目 18年3月

都市緑地　　　0.2ha　　　　     総事業費　 20,600

北野たかくら緑地 46,900 （清田区）北野6条4丁目 18年3月

都市緑地　　 4.3ha　　　        総事業費 129,900

西宮の沢公園 78,000 （手稲区）西宮の沢3条3丁目 18年3月

近隣公園　　1.9ha　　　　　    総事業費 192,100

北21条団地 1,081,136 （東区）北21条東1丁目 18年 3月

　　2棟　 100戸　　総事業費　1,800,286

菊水上町団地 847,486 （白石区）菊水上町４条１丁目 18年 3月

　　１棟　　63戸　　総事業費　1,188,645

下野幌団地 3,096,387 （厚別区）青葉町３丁目 18年 3月

（建替） 　　3棟　　220戸　　総事業費　4,081,289

真駒内本町団地 133,991 （南区）真駒内本町３丁目 18年 3月

(一部移転建替） 　　１棟　　80戸　　総事業費　1,406,780

仮称）札幌市立大学 3,016,000 （中央区）北11条西13丁目 18年2月

　　4階建　延4,053㎡（増築）

（南区）芸術の森1丁目

　　地下１階地上３階建　延3,647㎡（増築）

（増築・改修） 総事業費　3,287,000

円山動物園動物病院 149,000 (中央区）宮ヶ丘3番地1 17年11月

　  2階建　延482㎡ 　　　　 　 　総事業費　  213,000

円山動物園 134,700 （中央区）宮ヶ丘3番地1 18年3月

展望レストハウス   　2階建　延290㎡

円山小学校 94,000 （中央区）北1条西25丁目 18年3月

（改築）   　4階建　延7,324㎡　　　　　　総事業費　1,696,000

旧豊水小学校跡利用施設 162,600 (中央区)南8条西2丁目 17年11月

  　3階建　延4,268㎡

（改築） 　　文化資料室移転等

旧札幌控訴院 71,500 （中央区）大通西13丁目 18年3月

（改築） 　　資料館一部改築

青果棟 6,649,844 (中央区)北12条西20丁目 18年2月

　　3階建　延36,654㎡　 　　　　総事業費　9,750,627

緊急貯水槽 82,000 （東区）北36条東20丁目（栄南緑地） 18年１月

　 　　容量　　100ｍ3

み ど り の
推 進 部
（緑化推進部）

生 涯 学 習 部

市街地整備部

企 画 部

教 ） 総 務 部

水
道

給 水 部

市
場

円 山 動 物 園
教
育
施
設

公
　
　
園

中央卸売市場

市
営
住
宅
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担 当 局 意　見　の　要　旨 市　の　考　え　方 関 連 事 業

総 務 局 札幌市職員の住宅手当を減額せよ｡国家公
務員、都道府県職員、道内他の市町村職員の
すべてが月額3,000円以下であるのに、市の手
当は9,700円である｡札幌市だけ高くする合理
的な理由はない｡

住居手当を含めた職員の給与については、
人事委員会勧告に沿って改正してきており、
現在の支給水準は適正なものと考えておりま
す。

なお、札幌市と違い、国や北海道においては
いわゆる官舎が整備されていることもあり、それ
ぞれの住居手当を比較することは一概にでき
ません。

－

環 境 局 太陽光発電設置校における総合学習の授業
において、家庭での身近な問題、太陽光発電
の意味、地球環境というグローバルな視点を織
り込み、学校、家庭、地域を結ぶ取り組みを札
幌市とNPOが協働で行うと良い｡

地域や学校での環境教育を、専門知識や活
動実績を持つNPOと協働で実施するということ
は有意義であると考えます。ご意見趣旨の事
業は本年度の「ＣＯ２削減アクションプログラム」

の1事業である、「市民環境企画提案制度」を
活用することにより実現できるものと考えられ、
現在、関係NPOと調整中です。

Ｃ Ｏ ２ 削 減 アク

ションプログラ
ム事業（P37）

札幌市でも「グリーン電力証書」を購入すると
よい｡CO2削減目標の達成に効果絶大である｡

札幌市では、CO2削減について、ISO14001

等により取り組んでいるところです。「グリーン
電力証書」の購入は、CO2の削減に効果があ

るものとして認識しており、今後の検討課題と
いたします。

－

消 防 局 厚別区上野幌地区は近年の宅地開発等に
伴い人口も多くなっているが、近隣の消防出張
所からは遠距離にある｡地域住民の安全のた
め、出張所の早急な建設を希望する｡

出張所新設に伴う人員や予算の確保につい
ては、札幌市の財政が非常に厳しい状況にあ
ることから、消防局全体の事業や施策などを見
極めながら検討いたします｡

－

地震が起きた時には、市民が消防署に駆け
込むようなこともあろうが、この消防署が地震に
耐えられないということを聞いた｡市民の安全を
守るために、災害のとき､消防署がきちんと機
能できるように改築などをしてほしい｡

消防施設は、本市の防災拠点施設として重
要な役割を果たしておりますことから、市民の
安全と安心の確保のためにも、計画的に改築
や耐震化を進められるように検討いたします｡

市有建築物評
価システム構築
（P42）

教育委員会 札幌市の財政がひっ迫していることを理由
に、市立幼稚園を廃止するといった話を聞い
た｡教育関連の予算を削ることで、将来の財政
が明るくなるとは考えられない｡市立幼稚園の
廃止は、子どもの教育を受ける権利を無視した
行為だ｡将来の札幌市を担う人材の確保を放
棄することになるからだ｡市立幼稚園の廃止に
反対する｡

市立幼稚園のあり方については、「（仮称）札
幌市幼児教育振興計画」策定のために設置し
ている市民会議での議論や、パブリックコメント
などによる皆様からのご意見などを踏まえて、
その方針を定めることとしております（計画は17
年度中に策定予定）。

幼児教育振興
計 画 策 定
（P42）

教育委員会の図書館で、毎年大量の本が紛
失しているということだが、紛失とは盗難にあっ
ているということだ｡しかし、図書館側では何の
対策も講じていない｡きちんとした対策を講じる
べきだ｡

図書館における不明図書の原因の１つとして
考えられる図書の盗難については、中央図書
館における図書盗難防止装置（ＢＤＳ）の設置
や利用者への注意の喚起により、対策を講じ
ており、ある程度の効果をあげています。しか
し、最終的には、利用者のモラルによるところ
が大きいものであり、引き続き盗難防止のため
の具体的方策について検討してまいります。

－

市民の皆様からのご意見と市の考え方

本年度の予算編成方針については平成16年（2004年）
10月8日に、各局の予算要求方針については11月29日に
それぞれ公表し、12月28日までの間、市民の皆様からの
ご意見をいただきました｡

お寄せいただいたご意見の要旨とそれに対する札幌市
の考え方について、以下のとおり公表いたします｡

・意見の件数　　　　　　　７件
・意見提出者　　　　　　　６人
・提出の方法　電話　　　　３件
　　　　　　　電子メール　２件
　　　　　　　来訪　　　　２件
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